
年 7 月 日
年 月 日

対象（誰、何を対象としているのか）＊人や自然資源等

A

B

C

意図（この施策によって対象をどう変えるのか）

１８年度（実績）

202,983

１８年度（実績）

48.5 51
50.0

50.1

施策№

4

30

第1章

施　策　名

　市民は、身近なところでスポーツを行うことができ、日頃から健康増進に取り組み、いきいきと暮らしてい
る。

　　　　目指目指目指目指すすすす成果成果成果成果（平成２６年の状態）

１１１１．．．．施策施策施策施策のののの対象対象対象対象とととと対象指標対象指標対象指標対象指標

1９年度（実績）

　内閣府が2006年（平成18年）に実施した「体力スポーツに関する世論調査」において、週１回以上ス
ポーツをしている人の割合が44.4％であったのに対し、市が2007年（平成19年）に実施した市民意向調
査では48.5％であった。
　これらを基礎として、2014年（平成26年）までに同割合を55.0％にすることを目標に設定している。

成果指標設定の
考え方（成果指標

設定の理由）

目標設定の考え方
（平成２６年度）

成果指標の測定
企画（実際にどの
ように実績値を把

握するか）

　行政管理課が実施する佐賀市民意向調査の設問「日常的に（週１回以上）、運動･スポーツを行ってい
ますか」に対して、「行っている」、「ときどき行っている」と回答した人の割合(調査対象は20歳以上)を成
果指標の測定値とする。

　市民が、身近なところで、その適性及び健康状態に応じてスポーツをしている状態を示す指標として、
日常的にスポーツをしている市民の割合（週に１回以上のスポーツ実施率）が最も適当であると思われ
るため。

吉松　亨

関　係　課　名 学事課

施策統括課

課　長　名
（施策統括責任者）

分野総合
計画
体系

スポーツ振興課豊かな心を育み、楽しく学習できる社会の実現

市民スポーツの充実

平成平成平成平成 年度年度年度年度

作成日

更新日

23232323

2523

２６年度（目標）

　市民

236,057人口 236,711

２０年度（実績） ２１年度（実績） ２２年度（実績） ２３年度（目標）

233,340236,461

単位

人 235,692 237,501

２０年度（実績）

55

対象指標

成果指標 単位 1９年度（実績）

２２２２．．．．施策施策施策施策のののの意図意図意図意図とととと成果指標成果指標成果指標成果指標

２１年度（実績）
２２年度（目標）
　　　　　（実績）

２３年度（目標） ２６年度（目標）

48.246.8A
日常的に(週に1回以上)運動や
スポーツをしている市民の割合 47.4%

B

C

　市民が、身近なところでスポーツを行うことができ、日頃から健康増進に取り組み、いきいきと暮らせるようにする。

E

D



（１）時系列比較（総合計画の基準値と現状の比較） （２）近隣との比較 （３）市（役所）の裁量余地の大小

（比較対象自治体名： ）

成果がかなり向上した。 近隣と比べてかなり高い水準である。 裁量はかなり大きい。

成果がどちらかといえば向上した。 近隣と比べてどちらかと言えば高い水準である。 裁量はどちらかといえば大きい。

成果はほとんど変わらない。（横ばい状態） 近隣と比べてほぼ同水準である。 裁量はどちらかといえば小さい。

成果がどちらかと言えば低下した。 近隣と比べてどちらかと言えば低い水準である。 裁量はかなり小さい。

成果がかなり低下した。 近隣と比べてかなり低い水準である。 裁量余地なし。

５５５５．．．．施策施策施策施策のののの前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果のののの振返振返振返振返りりりり

４４４４．．．．施策施策施策施策のののの成果水準成果水準成果水準成果水準とそのとそのとそのとその背景背景背景背景（（（（近隣他市近隣他市近隣他市近隣他市やややや以前以前以前以前とのとのとのとの比較比較比較比較、、、、特徴特徴特徴特徴、、、、そのそのそのその要因要因要因要因とととと考考考考えられることえられることえられることえられること。）。）。）。）

・２０歳以上の人が週に１回以上スポーツを実施
する割合の比較
　　国　４２．２％　（2009年内閣府調査）
　　県　３８．９％　（2009年度佐賀県）
　　市　５０．１％　（2011年度佐賀市）

・市の裁量の範囲は、スポーツや運動をはじめる
きっかけの提供と施設面での環境づくりが主とな
る。

・スポーツや運動は、市民の主体的活動であるた
め、市の裁量余地はどちらかといえば小さいと考
える。

＊上記の背景と考えられること。 ＊上記の背景と考えられること。＊上記の背景と考えられること。

・平成１８年度に４８．５％であった「週に１回以上
のスポーツ実施率」が、平成２２年度の実績は５
０．１％であり、どちらかといえば向上した。

○市民自らが主体的にスポーツ・レクレーションに親しむ。
○地域で開催されるスポーツ行事に積極的に参加する。
○健康への関心を高め、スポーツに親しむように心がける。
○総合型地域スポーツクラブの育成を図る。

イ）行政の役割（市がやるべきこと、都道府県がやるべきこと、国がやるべきこと）

○スポーツに取り組む機会や情報の提供を行う。
○スポーツ指導者を育成し、資質の向上を図る。
○スポーツ施設の有効利用と環境整備を行い、利用しやすい環境づくりを行う。
○スポーツ関係団体と連携し、競技力の向上を図る。
○スポーツに取り組む効果について意識啓発を行う。
○総合型地域スポーツクラブの情報の提供、設立・運営を支援する。

②施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）は今後どのように変化するか？

○経済的発展、科学技術の高度化、情報化の進展等の社会環境の変化に伴い、スポーツの実施目的、実施内容も高度化・多様化し、行政や関係団
体等に求められる内容も変化してきている。
○スポーツ振興法が50年ぶりに全部改正され、スポーツ基本法が公布された。スポーツ振興法の定める施策を充実させ、スポーツを通じて幸福で豊
かな生活を営むことが人々の権利であるとの考えに立ち、国、地方公共団体、スポーツ団体をはじめとするスポーツ関係者の連携と協働によって実現
を図ることが謳われている。

③この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？また、その意見・要望にどう対応するのか？

○スポーツ施設の整備充実を求める要望が強い。
　⇒新たな施設を整備することは、厳しい財政状況の中では容易ではないため、既存施設の有効活用を基本として、老朽化した施設・設備の計画的な
改修やバリアフリー化に努める。
○年齢・性別等に関わらず気軽に楽しめるスポーツの普及に関する意見がある。
　⇒ニュースポーツの普及に努める。
○子育てしている女性がスポーツに取り組みやすい環境づくりを求める意見がある。
○スポーツ施設やスポーツ活動に関する情報が十分でないとの意見がある。
　⇒予約システムの拡充を図るとともに、ホームページ等を活用した情報提供に努める。
○総合型地域スポーツクラブへの支援を求める声がある。

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート２２２２

①この施策の役割分担をどう考えるか（協働による住民と行政の役割分担）

ア）住民（事業所、地域、団体）の役割（住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティが共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

３３３３．．．．施策施策施策施策のののの特性特性特性特性・・・・状況変化状況変化状況変化状況変化・・・・住民意見等住民意見等住民意見等住民意見等

現行の体系でよい

経済性（費用対効果） ● 妥当な水準である

妥当性（構成事業見直し）

達成していない

妥当ではない

● 一部見直しが必要 大幅な見直しが必要

概ね達成

・日常的に、ある程度スポーツや運動をしている人の割合で、50.1％を超えているのは、性別では男性、年齢では、６０歳代以上、職業では、
学生、無職、その他であり,６０歳代以上については、健康志向の強まりにより満たしているが、現役世代をいかにスポーツに向かわせるか
が今後の課題である。

・日常的に運動やスポーツを行っている人の割合は増加したが、まったく行っていない人が全体の２４．３％と依然として多い。スポーツを「す
る人」と「しない人」の二極分化が進んでおり、「しない人」に対する働きかけが課題である。

横ばい 減少している

評評評評
価価価価
理理理理
由由由由

評評評評
　　　　
　　　　
価価価価

達成度（単年度目標） ● 達成している

一部妥当ではない

６６６６．．．．施策施策施策施策のののの現状現状現状現状のののの課題認識課題認識課題認識課題認識

達成度：スポーツ実施率の単年度目標値48.5％に対し、実績値が50.1％であり、目標を概ね達成したと考えた。
妥当性：運動やスポーツの習慣化につなげるための見直しが必要である。
経済性：市民一人あたりの施策コストは、成果に照らすとそう高くないと思われる。
必要性：市民意識調査における今後の重要度の順位が横ばいである。

必要性（市民・社会ニーズ） 増加している ●



参考：H23方針

●次年度方向性の考え方

・体育指導委員と連携して、誰でもが気軽に楽しめる軽スポーツの普及に努める。

・スポーツ体験教室を、佐賀市体育協会や種目団体と協議・連携しながら、種目の追加を含めて内容の充実を図る。

・スポーツを継続して行うことによる効果に関する情報提供を行う。

・社会体育施設について、安全・安心・公平で、市民が気持ちよく利用できる管理運営に努める。

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート３３３３
７７７７．．．．施策施策施策施策のののの課題解決課題解決課題解決課題解決のためのためのためのため今後今後今後今後のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

・スポーツや運動をしていない人を対象にした、はじめるためのきっかけづくりの事業の充実を図る。

・スポーツの習慣化につながる啓発活動を行う。

・身近なところで、だれもが、手軽に、継続してスポーツができる環境づくりを推進する。

・体育施設利用の利便性の向上を図る。

大 中 小

土井旗・土井杯争奪柔剣道大会基金積立金

大

中

小

８８８８．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの成果優先度成果優先度成果優先度成果優先度（（（（施策成果施策成果施策成果施策成果にににに対対対対するするするする事務事業事務事業事務事業事務事業のののの成果成果成果成果））））

施
策
目
的
に
対
す
る
目
的
直
結
度

さわやかスポーツレクリエーション祭開催事業
スポーツ教室開催補助事業
ニュースポーツ推進事業
総合型地域スポーツクラブ支援事業

体育指導委員協議会活動推進事業
財団法人佐賀市体育協会との連携事業
スポーツ少年団育成事業
スポーツ指導者育成事業
スポーツ振興審議会

各種スポーツ大会開催補助事業
各種体育行事の実施等（学事課）
少年スポーツ大会開催補助事業
学校体育外部指導者派遣事業（学事課）
市中学校体育連盟等運営補助事業（学事課）
スポーツ拠点づくり推進事業
県民体育大会開催負担金
県内一周駅伝大会開催負担金

市民体育大会開催事業
校区対抗駅伝大会開催事業
学校体育施設開放事業
社会体育施設（21施設）管理運営事業

事務事業の成果向上余地

９９９９．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの次年度次年度次年度次年度のののの方向性方向性方向性方向性

さわやかスポーツレクリエーション祭開催事業
スポーツ教室開催補助事業
ニュースポーツ推進事業
総合型地域スポーツクラブ支援事業

事
務
事
業
の
成
果

向上

各種スポーツ大会開催補助事業
各種体育行事の実施等
少年スポーツ大会開催補助事業
学校体育外部指導者派遣事業
スポーツ拠点づくり推進事業
スポーツ振興審議会
市中学校体育連盟等運営補助事業
県民体育大会開催負担金
県内一周駅伝大会開催負担金

市民体育大会開催事業
校区対抗駅伝大会開催事業
学校体育施設開放事業
社会体育施設（21施設）管理運営事業
体育指導委員協議会活動推進事業
財団法人佐賀市体育協会との連携事業
スポーツ少年団育成事業
スポーツ指導者育成事業
土井旗・土井杯争奪柔剣道大会基金積立金

維持

減少

減少 維持 増加

事　務　事　業　の　コ　ス　ト



１０１０１０１０．．．．施策施策施策施策コストコストコストコストのののの実績実績実績実績

単位

本数

千円

千円

千円

円

円

円

１１１１１１１１．．．．経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議でのでのでのでの指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項

　■実績水準総合評価 　■採点結果（経営戦略会議・市民意向調査）
（28点満点）

・18年度評価 16.80 ・実績水準総合評価（28点満点） 16.85

・重要度総合評価（14点満点） 9.00

・19年度評価 19.42 ・今後のコスト水準（10点満点） 5.58

・市の裁量余地の大小（10点満点） 5.26

・20年度評価 17.69

※経営戦略会議調整

・21年度評価 15.41 　　なし（採点結果どおり）

・22年度評価 16.25 参考：H23方針

成果維持・コスト低下

　■平成２４年度方針

対象（受益者）１単位あたりもしくは市民１人あたりの施策の
⑤事業費（定義式：　　　　　②　　　/        人口        　　）

同
⑥人件費（定義式：　　　　　③　　　/        人口        　　）

施策トータル
コスト

①本施策を構成する事務事業の数

②事業費（事務事業の事業費合計）

③人件費

④トータルコスト（②＋③）

平成２２年度実績

41

292,708

40

243,292

359

1,383

437

1,676

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート　　　　４４４４

103,371

396,079

1,238

85,277

328,569

1,024

平成２１年度実績

285,683

925

平成２０年度実績

40

同
⑦ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ（定義式：　　　　　④　　　/        人口        　　）

項　　目

1,212

287

218,079

67,604

効率性指標

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト


